
第 6 3 条 法人（ 法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあ る も のを 含む。 以下こ の項におい

て同じ 。 ） の代表者若し く は管理人又は法人若し く は人の代理人、 使用人その他の従業者が、 そ

の法人又は人の業務に関し て前条の違反行為を し たと き は、 行為者を 罰する ほか、 その法人又は

人に対し ても 同条の刑を 科する 。 ( い) ( う )  ( ら )  

２  法人でない団体について前項の規定の適用があ る 場合には、 その代表者又は管理人がその訴訟

行為につき 法人でない団体を 代表する ほか、 法人を 被告人又は被疑者と する 場合の刑事訴訟に関

する 法律の規定を 準用する 。 （ ら ）  

 

【 解 説】  

１  本条は、 第 6 2 条に規定する 行為者のほかに、 法人又は使用主に対する 両罰規定を 定めたも ので

あ る 。  

 

２  行政目的を 達成する ためには行為者のほか、 必要限度内において違反者の範囲を 拡張する こ と

が認めら れる べき であ り 、 ま た、 現行行政法規はこ のよ う な 両罰規定を 設けて 行政目的の実現を

担保し て いる と こ ろ であ る 。 し た がっ て、 本条において も 法人又は人の代理人、 使用人、 その他

の従業員の違反行為について、 業務主たる 法人又は人を 処罰する 規定を 設けている 。  

 

３  「 法人でない団体」 と は、 第 5 4 条の３ に規定する 催し の主催団体を 想定し ており 、 祭り の実行

委員会など の団体のこ と であ る 。  

 

 

 


